
様式第１号別紙１（2022.4.1）

１．テレワーク実施計画（変更）書提出時

２．支給申請書（機器等導入助成）提出時

１．テレワークの実施に係る主たる事業所（通常は本社）について　　※（６）は全事業所の合計値を記入

人

（イ）テレワーク用通信機器等の導入・運用　※記入方法について、記入上の注意を参照してください。

(2)品目名 (6)支払先 (7)支払方法 (8)納品(予定)日

1 ネットワーク機器 円 台 円

2 サーバ機器 円 台 円

3 ＮＡＳ機器 円 台 円

4 セキュリティ機器 円 台 円

5 ウェブ会議関係機器 別シート参照 0 円 台 0 円

6 サテライトオフィス利用料 円 台 円

7 サービス利用料 別シート参照 0 円 台 0 円

8 円 台 円

9 円 台 円

10 円 台 円

0 円

0 円

（ロ）労務管理担当者に対する研修　※適宜行を挿入してください。

(5)支払先 (6)支払方法 (7)実施(予定)日

1 円 回 円

2 円 回 円

3 円 回 円

4 円 回 円

0 円

0 円

（ハ）労働者に対する研修　※適宜行を挿入してください。

(5)支払先 (6)支払方法 (7)実施(予定)日

1 円 回 円

2 円 回 円

3 円 回 円

4 円 回 円

0 円

0 円

（2）事業内容

（3）所在地 〒

（4）雇用保険適用事業所番号

（5）事業所代表者の役職及び氏名

(4)支払(予定)額

（6）テレワーク実施対象労働者数　全事業所計

(1)機器区分 (3)見積単価

人材確保等支援助成金（テレワークコース）テレワーク実施計画対象経費内訳書

申請事業主名称

（1）事業所名称

(4)数量 (5)支払(予定)額

（イ）テレワーク用通信機器の導入・運用に係る費用額計

　　　うち、助成対象として計上できる金額計

(1)項目名 (2)見積単価 (3)数量

（ロ）労務管理担当者に対する研修に係る費用額計

　　　うち、助成対象として計上できる金額計

(1)項目名 (2)見積単価 (3)数量 (4)支払(予定)額

（ハ）労働者に対する研修に係る費用額計

　　　うち、助成対象として計上できる金額計

いずれかに○



（ニ）外部専門家によるコンサルティング　※適宜行を挿入してください。

(5)支払先 (6)支払方法 (7)実施(予定)日

1 円 回 円

2 円 回 円

3 円 回 円

4 円 回 円

0 円

0 円

（ホ）就業規則等の作成・変更　※適宜行を挿入してください。

(5)支払先 (6)支払方法 (7)実施(予定)日

1 円 回 円

2 円 回 円

3 円 回 円

4 円 回 円

0 円

0 円

0 円

0 円

0 円

様式第１号別紙１（注意書き）

【記入上の注意】

１　１(6)には、全事業所のテレワーク実施対象労働者（雇用保険一般被保険者以外も含む）の合計人数を記入してください。

６　２（イ）～（ホ）の「支払方法」には、一括または分割の別を記載してください。

２　この助成金の対象となる経費の範囲は支給要領0303のとおりです。支給対象外となる機器等を計上していないか、上限額を超えて計上していな

いか等について十分確認のうえ記入してください。

４　２（イ）については、機器の品目ごとに１行記入してください（例：機器区分が（１）ネットワーク機器で、ＶＰＮルータとリモート電源制御

（ＷＯＬ）機器を購入する場合、１行挿入したうえで、ＶＰＮルータとＷＯＬ機器についてそれぞれ記載）。

５　２（イ）については、ウェブ会議関係機器については別シートに記入してください。複数の品目があっても、本シートにおいて行を追加しない

ようにしてください。

(1)項目名 (2)見積単価 (3)数量 (4)支払(予定)額

（ニ）外部専門家によるコンサルティングに係る費用額計

　　　うち、助成対象として計上できる金額計

７　テレワーク実施計画（変更）書提出時の場合は、２（イ）の「(8)納品(予定)日」にはテレワーク用通信機器等の納品予定日、（ロ）～（ホ）の

「(7)実施(予定)日」には取組の実施予定日を、機器等導入助成に係る支給申請時の場合は、２（イ）の「(8)納品(予定)日」にはテレワーク用通信機

器等の実際の納品日、（ロ）～（ホ）の「(7)実施(予定)日」には取組の実際の実施日を記入してください。

　　　　　　　機器導入助成金額(30%)

(4)支払(予定)額(1)項目名 (2)見積単価 (3)数量

（ホ）就業規則等の作成・変更に係る費用額計

　　　うち、助成対象として計上できる金額計

（イ）～（ホ）合計額

　　　　　　　助成金対象上限合計額

３　２（イ）～（ホ）の「支払(予定)額」について、テレワーク実施計画（変更）書提出時の場合は支払を予定している金額、機器等導入助成に係

る支給申請時の場合は既に支払った金額を記入してください。支給申請日を超える分割払いのため支給申請日までに支払いが完了しない場合は、支

給申請日までに完了予定の支払い分までを記入してください。また、手形または小切手による支払いの場合は、決済が完了したものに限ります。



〇ウェブ会議関係機器

　テレワークを実施する労働者個人が使用するウェブカメラ、マイク、スピーカー、ヘッドセット、ヘッドフォン、イヤフォンの購入費用について、対象労働者１人あたり合計１万１千円を限度として支給対象とする。ただし、以下の条件を満たすこと。

・購入する機器１台あたりの価格が１万１千円を超えないこと。

・対象労働者１人が複数台の機器を使用する場合、機能が相互に重複しないこと。

・機器自体に記録機能を有しないこと。

・機器はディスプレイ装置と一体になっていないこと。

労働者毎の必要経費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

助成金上限額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

この欄に対象労働者氏名を記入し、対象労働者ごとに、テレワーク実施にあたり使用する機器に○をしてください。

(1)機器区分 (2)品目名 支払額（1台当たり） (6)支払先 (7)支払方法 (8)納品(予定)日

1 円 円 0 台 0 円

2 円 円 0 台 0 円

3 円 円 0 台 0 円

4 円 円 0 台 0 円

5 円 円 0 台 0 円

6 円 円 0 台 0 円

7 円 円 0 台 0 円

8 円 円 0 台 0 円

9 円 円 0 台 0 円

10 円 円 0 台 0 円

11 円 円 0 台 0 円

12 円 円 0 台 0 円

13 円 円 0 台 0 円

14 円 円 0 台 0 円

(3)見積単価 (4)数量

ウェブ会議関係機器

(5)支払(予定)額



〇テレワーク用サービス利用料

　テレワーク用サービスの導入に係る初期費用  （当該サービスに必要不可欠な初期費用に限る。）について合計５万５千円及び月額利用料について合計38万５千円を限度として支給対象とする。

・当該サービスをテレワーク実施計画提出日までに既に導入していた場合は、当該テレワーク実施計画の提出日から増加した利用者の経費のみが対象となること。

・サービスの使用アカウントが一定数ごとに区切られている場合は、対象労働者分の料金のみが対象となること。

例：10アカウント11,000円でサービスが利用可能で対象労働者が8名の場合　1人当たり11,000/10=1,100円のため、1,100×8＝8,800円が経費として対象。 初期費用合計 0

円未満端数は切捨とし、1人当たり利用料を計算し下記各サービスごとに計算すること。 支給対象経費額（初期費用） 0

利用料合計 0

支給対象経費（利用料） 0

この欄に対象労働者氏名を記入し、対象労働者ごとに、テレワーク実施にあたり使用するサービスに○をしてください。

(1)サービスの区分 (2)サービス名 (6)支払先 (8)開始(予定)日

1 円 円 円 0 人 0 円 0 円

2 円 円 円 0 人 0 円 0 円

3 円 円 円 0 人 0 円 0 円

4 円 円 円 0 人 0 円 0 円

5 円 円 円 0 人 0 円 0 円

6 円 円 円 0 人 0 円 0 円

7 円 円 円 0 人 0 円 0 円

8 円 円 円 0 人 0 円 0 円

9 円 円 円 0 人 0 円 0 円

10 円 円 円 0 人 0 円 0 円

11 円 円 円 0 人 0 円 0 円

12 円 円 円 0 人 0 円 0 円

13 円 円 円 0 人 0 円 0 円

14 円 円 円 0 人 0 円 0 円

(5)支払(予定)額

テレワーク用サービス利用料

(3)見積単価 初期費用 1人当たり利用料 (4)数量 各利用料


